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第１章 総則 

 

第１節 業務の目的 

つくば市（以下「市」という。）では、令和７年（2025年）３月に「つくば市一

般廃棄物処理基本計画」を改定し、「資源循環から持続可能な社会を目指すまち」

を基本理念として、廃棄物の減量化・資源化を推進し、循環型社会の形成を目指し

ている。 

当該計画においては、将来的な施策に向けた調査・検討として「生ごみ等の資

源化の推進」を掲げており、自家処理以外の堆肥化・バイオマス燃料化等の手法を

調査し、収集から再資源化までのルート構築について検討を進めることとしてい

る。 

本検討業務では、市における生ごみ排出量や収集方法を踏まえ、生ごみ資源化

技術の整理、先進事例の調査、生ごみ資源化施設の整備の可能性、生ごみ資源化事

業における経済性、環境負荷の評価などを調査の上、市における生ごみ資源化につ

いて有効な手法、手法ごとの費用、導入可能性等を検討し、最適な生ごみ資源化施

策を策定することを目的とする。 

 

第２節 業務名称 

８－９つくば市生ごみ資源化の在り方検討業務委託 

 

第３節 業務委託期間 

令和８年（2026年）10月１日から令和９年(2027年)９月30日まで 
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第４節 関係法令等 

受託者は、業務実施にあたり、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45

年法律第137号）」及び「つくば市一般廃棄物処理基本計画[令和6年度(2024年

度)改訂版]」のほか、関係する法令、規則、細則等に従うものとする。 

 

第５節 管理技術者及び照査技術者 

１ 受託者は、業務の円滑な履行を図るため、技術力及び経験を有する技術者、

または、技術上の管理を行うに必要な能力と経験を有する技術者を配置するも

のとする。 

２ 受託者は、３か月以上継続して雇用している管理技術者として技術士法（昭

和 58 年法律第 25 号）第２条第１項の規定による技術士で、同法第 32 条の規

定による「衛生工学部門（廃棄物・資源循環）」又は「総合技術監理部門/衛生

工学（廃棄物・資源循環）」の登録を受けている者を配置すること。（平成31年

度技術士試験方法改正前に登録した者については、「廃棄物・資源循環」を「廃

棄物管理」に読み替えるものとする。）なお、管理技術者と照査技術者の兼任は

できない。 

 

第６節 資料の貸与 

業務の実施にあたり、必要な資料の収集、調査等は原則として受託者が行うが、

市が保有する資料については貸与する。受託者は貸与を受けた資料のリストを提出

し、業務完了後速やかに返却すること。 

 

第７節 秘密の保持等 

１ 受託者は、業務に関し、市から受領又は閲覧した資料等や事業実績を市の

了解なく公表又は使用してはならない。 

２ 受託者は、本業務にて知り得た業務上の秘密を保持しなければならない。 

３ 受託者は、本業務の遂行に当たり知り得た一切の事項について、外部への

漏洩がないよう十分な対策を講じなければならない。また、市が提供する資

料等の第三者への提供又は目的外使用をしてはならない。 

４ 受託者は、コンサルタントとしての中立性を厳守しなければならない。 
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第８節 個人情報の保護 

１ 受託者は、業務の履行に際して知り得た個人情報等の適切な管理のため、

仕様書別紙１「個人情報等の取扱業務に係る特記事項」に記載する事項を遵

守するものとする。 

２ 業務の履行に関して、外部流出や不適切な取扱い等によって紛争等が生じ

た場合は、当該紛争等の原因が専ら市の責に帰す場合を除き、受託者の責任

と費用負担において一切の処理を行うこととする。 

 

第９節 関係機関との協議 

受託者は、関係機関との協議において説明資料が必要な場合、若しくは受託者

の出席が必要な場合、誠意を持ってこれにあたること。 

 

第 10節 打合せ 

打合せは、計５回を基本とする（初回、中間３回、納品時）が、必要に応じて適

宜実施すること。打合せを行った場合は、打合せ後速やかに打合せ記録簿を２部作

成し、市の監督職員と受託者の管理技術者が確実に確認し合い、各１部を保管する

ものとする。 

 

第 11節 業務の一括再委託の禁止 

受託者は、本業務を一括して第三者に委託し、または請負わせることはできない。

ただし、本業務を効率的に実施する上で必要と思われる部分については、市と協議

し、承認を受けた上で本業務の一部を第三者に再委託することができる。この規定

に基づく場合、受託者は、再委託先に本仕様の一切の内容を遵守させるとともに、

市に対して、再委託先の全ての行為及びその結果について責任を負うものとする。 

 

第 12節 成果物等の著作権 

１ 業務における成果物等の著作権（著作権法（昭和45年法律第48号）第27

条及び第28条に規定する権利を含む。）は、市に帰属するものとする。 

２ 受託者は、成果物等に係る著作者人格権を市に対して行使しないものとす

る。 
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３ 受託者は、業務による成果物等について、第三者の著作権、著作者人格権

及びその他特許権、商標権を含むいかなる知的財産権を侵害するものではな

いことを保証するものとする。 

４ 成果物等に使用する写真、イラスト、その他の資料について、第三者が権

利を有する著作物である場合には、著作権その他知的財産権に関して必要な

手続き及び使用料等の負担は受託者の責任において行うものとする。 

５ 成果物等の公開にあたり、第三者からの権利侵害の訴えその他の紛争が生

じたときは、受託者は自己の費用及び責任においてこれを解決するものと

し、このことにより市に損害を与えたときはその損害を賠償するものとす

る。 

 

第 13節 その他 

１ 契約総額の30％以内の金額を前払金として請求できるものとする。 

２ 業務の実施に当たっては、本仕様書によるほか、監督職員の指示によるも

のとする。 

２ 業務の実施に当たり、本仕様書に定めのない事項等、疑義が生じたとき

は、業務に支障のないよう受託者は速やかに市と協議しなければならない。 

３ 市と受託者は、連絡・調整を密に行い、業務を円滑に実施するものとす

る。 
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第２章 業務内容 

 

第１節 業務の基本方針 

市では現状、生ごみについては燃やせるごみとして焼却処理を行っている。 

今後、生ごみの資源化を推進するべく、市において整理した生ごみ排出量や収集

方法（仕様書別紙２）を踏まえ、生ごみ資源化技術や導入事例等の調査を行い、市

における生ごみ資源化技術の導入可能性及び有効な方式を検討する。 

 

第２節 生ごみ資源化検討業務 

１ 生ごみ資源化に係る技術動向の整理 

生ごみ資源化技術の動向について調査し、各技術（バイオマス燃料化、堆肥

化、飼料化、焼却（熱回収）等）の概要、各技術の適用条件、メリット・デメ

リット、導入事例について整理する。 

なお、導入事例調査の対象については、市と協議のうえ決定することとする

が、各技術１件以上ヒアリング調査を実施することとし、地方自治法（昭和22

年法律第 67 号）に規定する地方公共団体が生ごみ資源化施設を整備している

場合や生ごみ資源化に係る制度を設けている場合は当該地方公共団体を調査

対象とし、民間事業者（プラントメーカー含む。）による事例である場合は当該

民間事業者を調査対象とする。 

 

２ 市民向けアンケート調査 

市民（2,000 件）に向けたアンケート調査を実施し、生ごみ資源化に係る市民

意識を分析する。 

(1) アンケート作成・発送 

生ごみ資源化に係る市民向けアンケートを作成し、返信用封筒を同封し発送

すること。返信用封筒の返送先は受託者とする。 

なお、宛先については市から提供するデータを使用すること。 

(2) アンケート回収 

アンケートの回収方法は郵送又はインターネットによるものとし、受託者は

インターネット回答用フォームを作成するものとする。 
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(3) アンケート分析 

市民向けアンケートの回答を分析し、生ごみ資源化に係る市民意識の中で課

題となる事項や市が行うべき啓発事項を整理すること。 

 

３ 生ごみ資源化方式の検討 

「１ 生ごみ資源化に係る技術動向の整理」に基づき、生ごみ資源化方式の比

較・評価を行い、市において有効な手法を検討する。 

(1) 各方式の導入可能性の検討 

現行の可燃ごみ収集方法及びごみ処理システムを踏まえ、市で生ごみ資源化

施設を整備する場合又は民間事業者に処理委託等する場合の各生ごみ資源化

手法の導入可能性について検討する。 

(2) 生ごみ資源化手法の比較・評価 

総合的な観点から評価項目（例：費用、経済性、市民・排出事業者の負担、

課題等）を設定し、評価項目に基づき各手法を比較評価することにより、市に

有効な生ごみ資源化手法について検討する。 

【評価項目例】 

① 費用 

市が生ごみ資源化施設を整備する場合は概算事業費（施設整備費用及

び運営・維持管理費用）を算定し、民間事業者に処理委託等する場合は

年間あたりの概算委託費を算定する。 

② 経済性 

各手法について市の財源、国等からの補助制度等を踏まえた経済性を

検討する。 

③ 市民・排出事業者の負担 

各手法について生ごみの再資源化にあたって市民・排出事業者にかか

る負担の程度を整理する。 

④ 課題等 

各手法について、実現に向けた課題や運営時におけるリスク等を整理

する。 

 (3) 導入費用の積算及び概略スケジュールの検討 
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上記(2)で有効と評価された生ごみ資源化手法のうち上位２つについて、導

入費用の積算及び実現に向けた概略スケジュールを検討し、実効性の順位付け

を行う。 

① 導入費用の積算 

工事（作業）項目ごとの数量及び単価（単価の根拠を含む）を明らか

にし、事業着手から導入に至るまでに要する費用を算定すること。 

② 概略スケジュールの検討 

事業着手から実現に至るまでに市が行うべき事項を４半期ごとに分け

て整理すること。 

 

第４節 成果品の提出 

受託者は以下に示す①～⑥について電子データ(CD-RまたはDVD-R)を納入するこ

と。なお、詳細については、市との協議により決定すること。 

① 生ごみ資源化に係る技術動向 

② 導入事例ヒアリング調査結果 

③ 市民アンケート実施レポート 

④ 生ごみ資源化技術の導入可能性検討結果 

⑤ 導入費用の積算結果 

⑥ 概略スケジュール 

 


